別添３


平成26年度カーボン・ニュートラル認証モデル事業委託業務に関する提案書
代表事業者及び提案書作成責任者
	団体名
	

	　　　住所


	

	部署・所属
	

	提案書作成

責任者氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


共同事業者　※複数事業者が共同で提案を行う場合
(作成注)企業名/団体名及び所属、氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレスを記載してください。３者以上の企業・団体が共同で提案を行う場合は、適宜表を追加してください。
	団体名
	

	　　　住所


	

	部署・所属
	

	担当者氏名
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	メールアドレス
	


はじめに
　本書は、平成26年度カーボン・ニュートラル認証モデル事業委託業務公募要領を遵守し、その実施方法等に関する提案を行っていただくものです。また、本業務の実施に当たっては、本提案書を基にして業務を行うものとしてください。
１．業務の基本方針と目的
　公募要領をふまえ、業務を行う基本方針、目的を記述してください。
	


※Ａ４版１枚以内とします。
２．業務の実施方法

２－１．概要
本業務で実施するカーボン・ニュートラルの概要を記述してください。
	本業務の概要

組織の境界
（右記のうち該当する箇所のどちらかにチェックをつける）
[image: image1.wmf]法人単位


[image: image2.wmf]法人の一部のみ


　※法人の一部のみを選択した場合は、適用するガイドラインを以下から選択してください。

[image: image3.wmf]温室効果ガス排出量算定・報告マニュアル


[image: image4.wmf]試行排出量取引スキームにおける「自主行動計画非参加

企業向けモニタリング・算定・報告ガイドライン」


[image: image5.wmf]自主参加型国内排出量取引制度における「モニタリング・

報告ガイドライン」


[image: image6.wmf]先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業設備�

補助事業者における「ASSETモニタリング報告ガイドライ�

ン」


※法人の一部のみを選択した場合は、一部のみとした理由を記述してください。

カーボン・ニュートラルの対象となる活動（活動の境界）
（右記のうち該当する箇所のどちらかにチェックをつける）
[image: image7.wmf]スコープ１と２のみを対象


[image: image8.wmf]スコープ１と２に加え、スコープ３も対象


カーボン・ニュートラルの対象とする期間
（西暦で期間を記述すること）
基準年と基準年を選択した合理的理由
カーボン・ニュートラルの対象とする期間の想定排出量（単位はt-CO2とする）
カーボン・ニュートラルで利用するクレジットの種類及び割合

（選定していない場合は、その旨を記述すること）



※Ａ４版３枚以内とします。
２－２．本業務の進め方、方針

　本業務の実施に当たり、下記（１）、（２）及び（３）に関して具体的に記述してください。
	（１）取組の背景

（２）業務実施体制・役割分担
※本業務の実施体制及び業務分担について、図を交えて説明してください。

（３）カーボン・ニュートラル方針・実施方法
　ア．２－１において選択した活動の境界における活動の種類を別紙を参考に記述してください。

【スコープ１と２】
【スコープ３】（選択した場合に限る）

　イ．カーボン・ニュートラルの対象となる活動について、排出量の算定方法や結果等を具体的に記述してください。



※Ａ４版１０枚以内とします。
３．業務計画

３－１．本業務の実施計画
　
	時　期
	内　　　　　容

	
	

	到達目標


	


※Ａ４版２枚以内とします。

３－２．本業務終了後の展望
本業務の成果に基づき、同業他社、異業種への波及効果や展開性、その他どのような効果が得られるかについて、具体的なテーマ（例：新たなCO2削減対策事業への展開等）を設定し、その概要を記述してください。

	


※Ａ４版３枚以内とします。
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スコープ１

燃料の燃焼

○

スコープ2ﾄ

他人から供給された電気の使用

○

スコープ2ﾄ

他人から供給された熱の使用

○

スコープ１

燃料の燃焼の用に供する施設及び機械

器具における燃料の使用

○

○

スコープ１

電気炉（製銑用、製鋼用、合金鉄製）

造用、カーバイド製造用）における電

気の使用

○

スコープ１

石炭の採掘

○

スコープ１

原油又は天然ガスの試掘

○

○

スコープ１

原油又は天然ガスの性状に関する試験

の実施

○

○

○

スコープ１

原油又は天然ガスの生産

○

○

○

スコープ１

原油の精製

○

スコープ１

都市ガスの製造

○

スコープ１

セメントの製造

○

スコープ１

生石灰の製造

○

スコープ１

ソーダ石灰ガラス又は鉄鋼の製造

○

スコープ１

ソーダ灰の製造

○

スコープ１

ソーダ灰の使用

○

スコープ１

アンモニアの製造

○

スコープ１

シリコンカーバイドの製造

○

スコープ１

カルシウムカーバイドの製造

○

スコープ１

エチレンの製造

○

スコープ１

カルシウムカーバイドを原料としたア

セチレンの使用

○

スコープ１

電気炉を使用した粗鋼の製造

○

スコープ１

ドライアイスの使用

○

スコープ１

噴霧器の使用

○

スコープ１

化学製品の製造（カーボンブラック、

アジピン酸）

○

○

スコープ１

麻酔剤の使用

○

燃料の漏出

工業プロセス



活動分野

活動の種類

　　　温室効果ガス

エネルギーの使用

○算定対象となる活動の種類（スコープ１及びスコープ２）

[image: image9]
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スコープ１

家畜の飼養（家畜の消化管内発酵）○

スコープ１

家畜の排せつ物の管理○○

スコープ１

稲作○

スコープ１

耕地における肥料の使用○

スコープ１

耕地における農作物の残さの肥料とし

ての使用

○

スコープ１

農業廃棄物の焼却○○

スコープ１

廃棄物の埋立処分○

スコープ１

工場廃水の処理○○

スコープ１

下水、し尿等の処理○○

スコープ１

廃棄物の焼却もしくは製品の製造の用

途への使用・廃棄物燃料の使用

○○○

スコープ１

アルミニウムの製造○

スコープ１

マグネシウム合金の鋳造○

スコープ１

クロロジフルオロメタン（

HCFC-22)

の製造

○

スコープ１

ハイドロフルオロカーボン（

HFC

）

の製造

○

スコープ１

パーフルオロカーボン（

PFC

）の製造○

スコープ１

六ふっ化硫黄（

SF

6）の製造○

スコープ１

家庭用電気冷蔵庫等

HFC

封入○

スコープ１

製品の製造における

HFC

の封入

スコープ１

業務用冷凍空気調和機器の使用開始に

おけるHFCの封入

○

スコープ１

業務用冷凍空気調和機器の整備におけ

るHFCの回収及び封入

○

スコープ１

家庭用電気冷蔵庫等 

HFC

 封入製品

の廃棄におけるHFCの回収

○

スコープ１

プラスチック製造における発泡剤とし

てのHFCの使用

○

スコープ１

噴霧器及び消火剤の製造におけるHFC

の封入

○

スコープ１

噴霧器の使用○

スコープ１

変圧器等電気機械器具の製造及び使用

の開始におけるSF6の封入

○

スコープ１

変圧器等電気機械器具の使用○

スコープ１

変圧器等電気機械器具の点検における

SF6の回収

○

スコープ１

変圧器等電気機械器具の廃棄における

SF6の回収

○

スコープ１

半導体素子等の加工工程でのドライ

エッチング等における使用

○○○

スコープ１

溶剤等の用途への使用○○

廃棄物

HFC

　等３ガス



活動分野活動の種類温室効果ガス

農業


※上記表は、算定報告マニュアルver.3.2の表II-2-7をもとに作成。なお、活動の設定に当たっては、どのような産業でどのような活動が該当するのか（同マニュアル表II-2-8）及びGHGの種類毎にどのような活動がありうるか（同マニュアルII-211ページから215ページ）を参照すること。

○算定対象となる活動の種類　（スコープ3）
	区分
	カテゴリ
	算定対象

	上流
	1
	購入した製品・サービス
	原材料・部品、仕入商品・販売に係る資材等が製造されるまでの活動に伴う排出

	
	2
	資本財
	自社の資本財の建設・製造から発生する排出

	
	3
	Scope1、2に含まれない燃料及びエネルギー関連活動
	他者から調達している燃料の調達、電気や熱等の発電等に必要な燃料の調達に伴う排出

	
	4
	輸送、配送（上流）
	原材料・部品、仕入商品・販売に係る資材等が自社に届くための物流に伴う排出

	
	5
	事業から出る廃棄物
	自社で発生した廃棄物の輸送、処理に伴う排出

	
	6
	出張
	従業員の出張に伴う排出

	
	7
	雇用者の通勤
	従業員が事業所に通勤する際の移動に伴う排出

	
	8
	リース資産（上流）
	自社が賃貸しているリース資産の操業に伴う排出（Scope1、2で算定する場合を除く）

	下流
	9
	輸送、配送（下流）
	製品の輸送、保管、荷役、小売に伴う排出

	
	10
	販売した製品の加工
	事業者による中間製品の加工に伴う排出

	
	11
	販売した製品の使用
	使用者（消費者・事業者による製品の使用に伴う排出

	
	12
	販売した製品の廃棄
	使用者（消費者・事業者）による製品の廃棄時の輸送、処理に伴う排出

	
	13
	リース資産（下流）
	賃貸しているリース資産の運用に伴う排出

	
	14
	フランチャイズ
	フランチャイズ加盟者における排出

	
	15
	投資
	投資の運用に関連する排出

	
	
	その他
	従業員や消費者の日常生活に関する排出等


※本表は「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドラインVer1.0」の検討結果をもとに作成している。
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